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⑴ 我が国の食料自給率

◇ 食生活の変化とこれに対する国産農産物の供給対応が円滑にできなかったこと等から、我が国
の食料自給率は戦後大きく低下。

◇ 国内で自給可能な米の消費量が大幅に減少する一方、輸入に依存している飼料穀物や油糧原
料（大豆、なたね）を使用する畜産物や油脂類の消費が大幅に増加。
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○ 主要先進国の食料自給率
（カロリーベース）の推移（試算）
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⑵ 国内米飯用の消費動向

◇ 一人当たりの米の年間消費量は、ピーク時（昭和37年）の約半分。

◇ 需要の減少を受け、水稲の生産量は大きく減少。

○米の消費量の推移（１人１年当たり）

資料：農林水産省「食料需給表」
注：１８年度は概算値である。

○供給熱量の構成の推移（１人１日当たり）
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資料：農林水産省「食料需給表」
注１：１人１年当たり供給純食料の値である。
注２：１８年度は概算値である。
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⑶ 今後の政策の方向性

１ 自給率の低い麦・大豆・飼料作物の生産の促進

２ これらに適さない地域では、非主食用米の低コスト生産を促進
① 飼料用米
② 価格が高騰する輸入小麦を原料とするパン・麺等の原料米
③ バイオエタノール原料米
④ 輸出米

（平成19年度補正予算で５００億円を確保）

主食用水稲の作付

〔 コメの消費は年々減少→毎年減少させることが必要 〕

転 作

〔 毎年拡大させることが必要 〕

水 田
約２７０万ha

約６割 約４割

この水田を食料自給率向上のため活用

３
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□ 主要農産物の国際価格の動向

注：小麦、とうもろこし、大豆は、各月ともシカゴ商品取引所の第１金曜日の期近価格である。

米は、タイ国貿易取引委員会公表による各月第１水曜日のタイうるち精米100％２等のＦＯＢ価格である。
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○ 小麦、とうもろこし、大豆の国際価格は2006年秋頃より、また、米の国際価格は昨年秋頃より高騰し、それぞれ今年に
入って史上最高値を更新するなど、高水準で推移しており、当面、この水準が続くものと見込まれている。

○ その背景には、穀物市場への投機資金流入といった要因もあると言われているが、基本的には、穀物の種類によっ
て差異はあるものの、① 中国やインド等の途上国の経済発展による食料需要の増大、 ② 世界的なバイオ燃料の原
料という食料以外の需要の増大、 ③ 地球規模の気候変動の影響 といった中長期的に継続する構造的な要因があ
り、こうした状況の中で、輸出国による輸出規制が広がっていることも影響している。

○ なお、米については、農産物の中でも特に貿易量の割合が低く、輸出を少数かつ特定の国で占めている中で、ベトナ
ム、インド等の主要輸出国で輸出規制が相次いで実施されていることが、主な要因となっている。

４

⑷世界の農産物価格の動向（ドル/トン）



⑸最近の製粉技術

これまでも、団子・柏餅・饅頭等に米穀粉の需

要はありましたが、コメは外周部が固く、製粉する
と粗くなることから小麦粉並みの微粉末とするこ
とは困難であった。

◎ 臼碾き（うすびき）
○ 碾き臼（ひきうす）

・石臼挽き
石臼による製粉方法

○ 搗き臼（つきうす）
・胴搗き：スタンプミル
杵（きね）で搗く製粉方法

・水挽き
熱に弱いもち米の製粉に用いられる方法
浸水した原料（米）と水を一緒に石臼に入れ、

粉砕し、絞り器で水分を除去し乾燥させる

◎ ロール挽き：ローラーミル
２本のロールをかみ合わせるようにして高速

回転させわずかな間隙を通過させることで製粉
する方法

◎ 高速ローター式粉砕
刃物状のローターを高速回転し、ライナーとの間隙

に高速渦流を発生させ、渦流によって粉砕する方法

◎ 気流粉砕：ジェットミル
渦巻き状のジェット気流を利用し、原料を衝突

させて超微粒子に粉砕する方法

○ 二段階製粉法
コメは外周部が固いため、圧偏ロール

粉砕した後、気流粉砕し、２段階の製粉
で微細にする方法

○ 酵素処理製粉法
酵素を用いてコメの細胞組織を分解し、

コメ内部を粉質化したのち気流粉砕して
微細にする方法

－上記２法は新潟県保有特許－◎

◎ アルファー化米粉製造
加熱臼を使用し澱粉を糊化させながら製粉
増着材（小麦グルテン等）を使用しない粘りのある

米粉を製造

◎ 高圧加工発芽玄米米粉製造
発芽玄米を利用した機能性米粉の製造

など

【従来の米粉製造方法】 【製粉技術の改良】

【高付加価値米粉の製造】

５



⑹ 米粉・小麦粉の状況

◇ 米粉のパン用・麺用等としての利用促進を図っているが、これまで価格面・加工技術面等の制約
があり、原料米使用量は平成18年度で６千トン程度。

◇ 一方、食糧用小麦の需要は年間約５８０万トンで、そのほとんどを輸入に依存。

○ 米粉パンの普及状況 ○ 食糧用小麦の用途別需要量（平成18年度、推計）

注：地方農政事務所等による米粉パン等
買受業者からの聞き取り

国産麦：約８０万トン 輸入麦：約500万トン

154万トン（99％）

118万トン（97％）

22万トン（36％）

58万トン（77％）

100万トン（93％）

15万トン（94％）

パン用
（155万トン）

その他麺用
（122万トン）

うどん用
（61万トン）

菓子用
（75万トン）

その他小麦粉
（108万トン）

味噌・醤油用
（16万トン）

注：使用実績（平成18年度）をベースに製粉企業等からの聞き取りを基に推計

使用する小麦粉の種類
（たんぱく質含有量）年度 原料米使用量

１５ １千トン

１６ ３千トン

１７ ３千トン

１８ ６千トン

強力粉(11.5~13.0%)

ﾃﾞｭﾗﾑ・ｾﾓﾘﾅ(11.0~14.0%)
準強力粉(10.5~12.5%)

中力粉(7.5~10.5%)

薄力粉(6.5~9.0%)

６



○購入経験・購入意向
購入経験あり

購入意向あり

18%

購入経験あり

購入意向無し

1%

購入経験なし

購入意向あり

40%

購入経験無し

購入意向無し

18%

わからない

23%

○購入経験・購入意向 購入経験あり

購入意向あり

11%

購入経験あり

購入意向無し

0%

購入経験なし

購入意向あり

52%

購入経験無し

購入意向無し

17%

わからない

20%

○購入経験・購入意向
購入経験あり

購入意向あり

18%

購入経験あり

購入意向無し

2%

購入経験なし

購入意向あり

47%

購入経験無し

購入意向無し

15%

わからない

18%

⑺ 米粉食品の消費拡大の可能性

◇ 米粉食品については、各用途とも購入経験者は少ないものの、購入意向のある者が５割を超えて
おり、今後は需要拡大の可能性がある。

○関心度
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69%
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72%
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74%
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69%

35%
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32%
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30%

26%

42%

31%

６０代

５０代

４０代

３０代

２０代
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男性
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○認知度

47%

47%

44%

46%

37%

49%

35%

44%

53%

53%

56%

55%

63%

51%

66%

56%

６０代

５０代

４０代

３０代

２０代

女性

男性

全体

【米粉パン】 【米粉菓子（スイーツ）】 【米粉麺・スープ】

○認知度

26%

31%

32%

36%

30%

36%

21%

31%

74%

69%

68%

65%

71%

64%

79%

69%

６０代

５０代

４０代

３０代

２０代

女性

男性

全体

○関心度

60%

66%

69%

71%

69%

73%

55%

67%

41%

34%

31%

29%

31%

27%

45%

33%

６０代

５０代

４０代

３０代

２０代

女性

男性

全体

○認知度

26%

32%

38%

42%

47%

41%

31%

37%

73%

68%

62%

58%

53%

59%

69%

63%

６０代

５０代
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３０代
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女性
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○関心度

56%

62%

67%

65%

66%

67%

56%

63%

44%

36%

33%

36%

35%

33%

44%

37%

６０代

５０代

４０代

３０代

２０代

女性

男性

全体

知っている 知っている知っている

関心がある 関心がある 関心がある

知らない 知らない 知らない

関心がない 関心がない 関心がない

購入経験：２０％が購入経験あり
購入意向：６６％が購入意向あり

購入経験：１１％が購入経験あり
購入意向：６２％が購入意向あり

購入経験：１９％が購入経験あり
購入意向：５８％が購入意向あり

資料：三菱総合研究所「米加工品等市場調査事業」
（注）ラウンドにより、計が１００％にならない場合がある。
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⑻ 米粉の需要拡大による効果

◇ 米粉の需要拡大を図ることにより

・ 消費者に対して、国内産農産物使用をアピール

・ 国際的な食料不足に際して、国内産農産物による安定的な原料供給体制の確立

・ 国内産農産物の中でも特に自給率の高い米の消費拡大による食料自給率の向上

・ 年々減少する米消費を起因とした需給のアンバランスの解消により、生産調整の実効性確保

・ 農地の水田活用による国土保全

が図られる。

米
粉
の
需
要
拡
大

○ 輸入農産物の安全性に疑問が生じている状況において、国産米使用により安全性をアピール

○ 国際的な食糧不足による将来的な原料価格の高騰や原料の供給不足が解消される。（リスク分散）

○ 米粉の普及により、新たなコメの消費拡大が図ることで、食料自給率の向上が期待される。
○ １人が１日に食べる食事のうち、小麦粉食品約７ｇを国産米の米粉食品に代替すれば、食料自給率

は１％上昇すると試算される。

○ 生産調整により作付け面積は減少しているが、それを上回る消費の減退により恒常的な供給過剰
となっている状況を主食需要以外の用途への需要開拓により改善できる。

○ 耕作地における水田活用の活性化により、農村特有の良好な景観形成の促進及び農村の豊かな
自然環境の保全・再生が図られる。

食料自給率の向上

国内産農産物使用

安定的な原料供給体制の確保

生産調整の実効性確保

国土保全

８



⑼実需者の動向（大手２次加工業者の動向）

◇ 最近の実需者の動向は、小麦の政府売渡価格が上昇（H19.4：1.4%、H19.10：10%、H20.4：30%)した
ことを受け、各社とも製品価格を引き上げる傾向にある。

◇ このような状況から、仮に米粉が安価に提供されるのであれば自社製品への利用に関心を示す実需者
も現れている。

◇ このため、米粉の使用意向を示す業者に対して積極的な働きかけを行い、米粉の使用課題を解決しつ
つ、米粉需要の拡大に努める。

○米粉の使用意向

副原料のみ
５社

主原料
副原料

５社

主原料のみ
 １社

使用意向１１社の内訳

未回答
７社

意向無し
１１社

意向あり
１１社

○米粉の使用意向のある１１社の業界別内訳

米粉使用意向

主原料として 副原料として

パン業界 １社 ４社

めん業界 ２社 ３社

菓子業界 ３社 ３社

（ 農林水産省：小麦２次加工大手２９社へのアンケート結果 ）

９



⑽東海地域における米粉パン学校給食の普及状況

◇愛知県
平成15年、下山村（現：豊田市）が地元産のお米を使った米粉パン作りの取組を行った。

その後、米粉の製粉技術・製パン方法の向上により、平成19年度では高浜市、長久手町など１７市１１
町で取り組まれている。

◇三重県
平成15年から、宮川村（現：大台町）の学習田で栽培した米を利用し月１回程度実施（宮川小・中学校で
２．６千食）

◇岐阜県
岐阜県においては、米粉パンによる学校給食は実施されていない。

愛知県：（ 愛知県学校給食パン米飯協会調 ）
10

○愛知県における学校給食用米粉パンの普及状況 ○愛知県での米粉パンの認知度

○学校給食用米粉パンの認知度

知っていた
29.1%

知らなかった
70.9%

○　米粉パンを食べたことがありますか

初めて食べた

（56.5%）

食べたことがある

（40.0%）

よく食べる

(3.5%)

愛知県農林水産フェア（平成18年秋）に実施した米粉
パンに関するアンケート結果から、愛知県内における米
粉パンの認知度は、概ね30～40％程度と推計できる。



⑾「めざましごはん」キャンペーン等への取組

◇ 「めざましごはんキャンペーン」の今後の取組
① 新米時期等、夏～冬のキャンペーン

テレビ、新聞、雑誌、ＷＥＢ広告等メディアミックスによる広報活動と

食品産業事業者によるキャンペーンを展開、食料自給率戦略広報

推進事業とも連携した取組を行うこととしている。

② 朝ごはんビジネス等の推進

２０年度においては、関係事業者を対象とした「朝ごはんビジ

ネスセミナー」や、「家族揃って夕ごはん」の推進にも取組むことを予定

◇ 東海ごはんの日
東海農政局では毎月８のつく日を「東海ごはんの日」と定めて、ごはん食への取組を行っている。

○地産地消東海べんとう（東海農政局三の丸庁舎）
地産産地消を進めて、自給率向上へつなげたいとの考えから、東海３県の食材を１００％使った「地産
地消東海べんとう」を農政局内食堂で限定４０食提供。

○ワンコインカレーランチ（東海農政局安田庁舎）
ごはん、カレーの具に愛知県産の食材を１００％使った、「ワンコインカレー」を庁舎内食堂で提供。

◇ 米粉パンの認知度向上に向けて
夏休みを活用し、親子を公募するなどして米粉を利用したパン作り教室や新米を使ったおにぎり作り体
験を企画
８月２１日 親子米粉パン教室 （岐阜市内、岐阜県との連携）
８月２０日 親子米粉パン教室 （津島市内、海部東水田協議会との連携）
８月２０日 親子米粉パン教室 （津市内、三重県との連携）
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○ 19/20年（平成19年７月から20年６月までの１年間）の需要量については、19年産米
主食用等生産量、19年６月末から20年６月末にかけての民間・政府在庫の増減から推
計すると、853万トン程度とみられ、18/19年需要量837万トンと比べて16万トンの増加、
19年11月指針時点での19/20年の需要見通し833万トンと比べて20万トンの増加となっ
ている。

○ これは、小麦製品を含めた食料品全般の価格上昇の中で、比較的価格が安定してい
る米に需要がシフトしているものと考えられる。

○米の需要量の変動状況
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１９年産主食用等
生産量

在庫積増し量
（民間・政府）

19/20年需要量（速報値）
（19年７月～20年６月）

854万トン － 1万トン ＝ 853万トン

18/19年需要量
（18年７月～19年６月）

837万トン

19年11月指針時点での
19/20年需要見通し

833万トン

＋１６万トン

＋２０万トン
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